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１ はじめに   

ここ数年でインターネットが爆発的に広まり，デジ

タルショップでの商品購入を利用する人が増えてい

る．ところが，その主な支払いにはクレジットカードや

銀行振り込みといった方法がとられ，ネットワークとい

う環境に適した決済方法とは言い難い．そして現在，

次世代の電子決済の方法として実用化が進められ

ているのが電子マネーである．この研究では，電子

マネーの中でも，インターネット上での決済に使用さ

れるネットワーク型電子マネーを取り上げ，IC カード

型に比べ実用化が遅々として進まない問題を検討し，

理想的なシステムの必要条件を明らかにする． 

2 電子マネー[15] 

2．1 電子マネーの定義 

電子マネーの定義や分類は様々なものがあるが，

本稿では，電子化された貨幣情報をICカードやコン

ピュータ上のソフトウェア上に持たせたものと定義す

る． 

電子マネーの流通形態にはオープンループ型と

クローズドループ型の二種類がある．オープンルー

プ型は，利用者間での譲渡を可能にする機能を持

ち，現在の通貨に近い流通性を持っている．一方，

クローズドループ型はチャージ1できる点を除けばプ

リペイドカードなどの流通形態に似ており，「発行主

体→利用者→店舗→発行主体」という閉じたループ

の中で流通する形態である[1]． 

電子マネーは多くのメリットを持っている．クレジッ

トカードと異なり小口決済に向いているため，日々の

細々とした買い物にもＩＣカードを一枚持てば，お札

も小銭も持ち歩く必要がなくなる．また，企業側の場

合，経費精算も社員のICカードの内容を集計するの

みとなり，振り込みの伝票を書く必要がなくなるなど，

仕事を省力化する事が可能になる．さらに企業間の

取引では，金融機関を通さずに決済することができ

るようになるため，手数料などのコストの大幅な削減

を図れる．  

2．2 IC カード型電子マネー 

ICカード型電子マネーはカードにICチップを埋め

                                                         

                                                        

1 電子マネー用のICカードや専用ソフトウェアに，電子マ
ネーを入金する事． 

込み，ここに蓄積してある電子マネーで支払いをす

るという仕組みである．他のカード，例えばクレジット

カードやデビットカード，プリペイドカードとの違いは，

記録されている情報にある．電子マネーは電子化さ

れた貨幣情報そのものを扱うため，言うなれば電子

マネーにおけるICカードは財布であり，その中に電

子化されたお金がそのまま入っているというイメージ

でとらえる事ができる．対してクレジットカードは，貨

幣情報は一切含まれておらず，代わりに本人確認の

ための識別番号などの情報が入っている．他にも，

ICカード型電子マネーはICチップ自体に耐タンパ性
2という偽造に対する工夫を施してあるため，磁気カ

ードなどに比べて安全性は高い． 

2．3 ネットワーク型電子マネー[12] 

ネットワーク型電子マネーは貨幣価値データの管

理を行う専用のソフトウェアをパソコンなどに組み込

み，ネットワークを介して決済を行う仕組みである．こ

の電子マネーは通信ネットワークの中で流通し，そ

のままネットワーク上での決済に利用される． 

2．4 決済方法[3] 

必要な手続きとして，まず電子マネー発行機関3に

対して，取引に使う銀行口座を開設する．ICカード

型の場合は発行機関から発行を受けたICカードに，

ネットワーク型の場合はインターネットで銀行口座に

アクセスして専用のソフトウェアに，銀行口座の残額

内から貨幣の価値（バリュー）をチャージする．ICカ

ードでは基本的にATMで現金を引き下ろすのと同じ

感覚である． 

ＩＣカード型もネットワーク型も，買い物の支払いな

どで使用者が加盟店4に支払うバリューは，トラブル

が生じた場合に備えて購買情報も一緒に，電子マネ

ー発行機関の決済センターへ送られる．そこで既に

登録されている電子マネーのチャージ情報と照合さ

れ，問題がなければ電子マネー利用者の取引銀行

に対して加盟店の口座への振り込み依頼が届く． 

 
2 装置を無理矢理開けると中の情報が消去されてしまうような

性質．  
3 銀行をはじめとする金融機関やその外郭団体といった金融
系，クレジットカード会社など． 
4 電子マネーを使用できる商店． 
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2．5 安全性[4] 

 デジタル情報のコピーは容易であるが，電子マネ

ーでは電子署名などの暗号技術を用いることによっ

て，偽造や，コピーなどによる不正使用を防いでいる．

ただしオープンループ型のネットワーク型の場合，

耐タンパ性により偽造やコピーの手段を無くしている

ICカード型と違い，電子マネーが発行機関に一度戻

ってこなければ不正なコピーを発見することが難し

いため，一定の利用期間を定めるなどの考慮が必要

である．  

2．6 既存の電子マネーサービス 

一口に電子マネーと言っても，仕組みから何まで

すべて同じというわけではない．以下に実際のサー

ビスや仕組みについてのいくつかの例を挙げる． 

2．6．1 プロトン[3] 

プロトンはクローズドループ型の IC カード型電子

マネーの代表格である．ベルギーのバンクス社が発

行し，ベルギー国内では 3００万枚を超えて普及して

いる．世界15カ国でこのプロトンのシステムが採用さ

れていて，約 3０００万枚のプロトンタイプのカードが

発行されている．  

デメリットには，クローズドループ型であるため個

人間の譲渡ができない点と，決済センターに利用者

の資金情報・購買情報すべてが集約されるため，プ

ライバシー保護に不安が残る点などが挙げられる． 

2．6．2 VISAキャッシュ[3] 

VISA キャッシュもプロトンと同じクローズドループ

型のICカード型電子マネーであるが，チャージの方

法に大きな特徴を持つ．一般的な電子マネーでの

やりとりでは，購入者（カード利用者）の口座から電

子マネーを使用した店の口座へ現金が振り込まれる

のだが，VISA キャッシュの場合は，購入加盟店への

振り込みが購入者からではなく VISA インターナショ

ナルから振り込まれる．実際のカード利用者への請

求としては，チャージされたバリューに相当する額が

月に一回まとめて請求され，カード利用者の口座か

ら引き落とされるという，後払い形式になっている．

デメリットにはプロトンと同様にクローズドループ型で

ある点，VISA キャッシュの発行機関とネットワークで

接続するために必要な機器を導入せねばならず，そ

の設備投資の面から，小口決済の店が加盟店になり

にくいという点が挙げられる． 

2．6．3 モンデックス[3] [5] [15] [16] 

モンデックスの最大の特徴はオープンループ型の

電子マネーである点であり，その扱う価値は最も現

金と等しいと言われている．これは他の電子マネーと

バリューの発行形態が違うために実現している．他

の一般的なクローズドループ型の電子マネーは，利

用者が電子マネーをチャージした場合，チャージし

た分の現金が，利用者の預金口座から個人名義の

流動口座5と呼ばれる口座に移動する[3]．そして電

子マネーを店舗で使用した後に，流動口座から店舗

の口座に現金が振り込まれるという形をとっている．

流動口座を用いる理由は，チャージの際に引き替え

になった実際の現金の行き場を決める必要があるか

らである．電子マネーとしてお金を引き出したのに口

座の中に現金が残っていたのでは貨幣価値が二重

になってしまう．そこで流動口座にチャージした分の

現金を一時的に移動させ，電子マネーが使用された

ときはその使用分の現金を相手側の口座に振り込む．

この場合の電子マネーは，むしろ貨幣価値そのもの

というより，流動口座に電子マネーの額に値する貨

幣がある事を証明しているものと言える．しかしモン

デックスは，バリューの発行機関が一つしかなく，現

金と引き替えで銀行にしか発行はしない．そのため

銀行内に保管されている電子マネーは現金と等価

に扱われ，利用者は現金と同じ感覚で電子マネーを

チャージすることができ，流動口座は必要ない．加え

て個人間の譲渡も可能なオープンループ型の面か

らも，電子マネーの中でも一番現金に近い仕組みと

言えよう． 

しかし問題点もある．モンデックスは，オープンル

ープ型を実現させるために複雑なセキュリティのシス

テムを実現しているが，2.5 節でも述べたように電子

マネーの二重使用に対しては，IC カードの耐タンパ

性に頼らざるを得ない．そのためインターネットでの

利用には不向きである． 

2．6．4 e キャッシュ[3] [15] 

 これはオランダ Digicash 社が開発したネットワーク

型電子マネーである．利用者はMark Twain銀行にｅ

キャッシュ専用の口座を開設し，現金を振り込む．次

いでコンピュータ上の専用ソフト「ウォレット」を操作し，

振り込んだ額からインターネットを介して必要な分の

みeキャッシュをダウンロードする．これはATMでの

引き下ろしに相当する．デジタルショップ上での支払

                                                       
5 チャージの際に電子マネーと引き替えになり，行き先が
未定だが使用予定の貨幣を一時的に納める口座 
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い時には，ウォレットが店側のシステムに入金を通知

すると同時に，ウォレットに格納されている e キャッシ

ュの額を減少させる形で支払いをする． 

 この電子マネーはデジタルショップでの売買のみ

でなく，電子メールに添付して譲渡ができるなど個人

間の取引が可能で，クローズドループ型よりも現金

に近いオープンループ型のシステムである．しかし

そんなメリットを持っていたのにもかかわらず，ｅキャ

ッシュ専用の口座の開設やコンピュータに専用ソフト

を導入といった手続きの煩雑さ，インターネットで

しか使えないという不便さから，利用者数が増えず

銀行はサービスを停止し，その後Digicash 社は倒産

してしまった． 

３ ネットワーク型電子マネーが抱える問題[12] 

3．1 責任はどこへいくのか 

電子マネーはどの程度のトラブルで誰が責任を負

うのかがはっきりしていない．例えば，ネットワークで

電子マネーを扱っているとき回線トラブルなどにより

作業が一時停止して，送信しようとしていた電子マネ

ーが喪失，もしくは二重受け取りになった場合，どこ

の責任になるのか明確にされていない．特にインタ

ーネットなどを介しての商取引の場合，この問題はよ

り深刻となる． 

3．2 安全性[4] 

IC カード型の場合，セキュリティは耐タンパ性によ

るハードの面と，暗号技術によるソフトの面で成り立

っている．一方ネットワーク型電子マネーでは，イン

ターネット上での使用のため，暗号技術などによった

ソフト面での対策のみである．しかも，IC カードと電

子マネーを扱う機器の一対一の間でしか電子マネ

ーのやり取りを行わないＩＣカード型と異なり，ネットワ

ーク上の第三者による盗聴やなりすましの可能性を

有するという面がある．また，先に述べたが電子的な

情報であるため，回線トラブルなどになるデータの消

滅も，安全性に対する大きな脅威となる．  

3．3 法的問題 

ネットワーク型電子マネーが普及した場合，現在

の法律では対処しきれない事が起こりうる．そもそも

電子商取引に関する法律も十分整備されているとは

言えず，電子マネー法についても検討段階のままで

ある．特に，ネットワーク型電子マネーの場合では，

インターネットを経由しての国境を越えた商取引が

容易に行えるため，国内のみでなく，国際的な問題

として国家間で法的基盤を整備する必要がある． 

3．4 利用環境 

ネットワーク型電子マネーはこれまでもいくつかの

実験が行われている．しかし実験をしていた当時，

ネットワークインフラは十分ではなく，誰もが気軽にイ

ンターネットを利用できるという状況ではなかった．こ

れはネットワーク型電子マネーの使用の魅力を大き

く損なわせた，普及失敗の大きな要因と言えよう．し

かしここ数年でインターネットの普及率は大幅アップ

し，ネットワークを介してのサービスが多く展開され，

消費者の興味も多く向けられるようになった．その傾

向は今後もますます強くなっていくと思わる．むしろ

今後必要とされるのは，電子マネーを利用すること

ができるオンラインショップやサービスの整備・拡充

を図ることである． 

４ ネットワーク型電子マネーを実用化するには 

4．1 ネットワーク型の利点 

なぜネットワーク型電子マネーを重要視するのか．

それは，貨幣情報の電子化というその特徴を一番に

発揮できるのはやはりネットワーク上の決済であるか

らだ．ネットワーク上での決済では，時間短縮，物理

的な距離の無意味化，自動システムによる手間の削

減などが可能で，これらは現金をはじめとしたこれま

での決済方法にはできなかった事である．また，取

引条件を満たすより多くの取引先を探せるようになる

といったメリットも生まれる．加えて，現在のネットショ

ッピングでの代表的な支払い方法であるクレジットカ

ードに比べて，後払いではなく即時決済のため借金

などの不安もなく，カード情報ではなく匿名性のある

電子マネーを送る事からプライバシーの心配がない

点もメリットである．  

4．2 ネットワーク型電子マネーの問題解決に向け

て 

インターネットではセキュリティを確保するために，

暗号技術のようなソフト面のみでなく，ICカードのよう

なハードとの併用による安全性の向上を図る事が必

要である．その他にも，安全と正真性6が保証された

オンラインショップを商店街のようにとりまとめる事が

重要だと考えられる．実際にお店で使用するICカー

ド型と違い，ネットワーク型ではインターネットという

不可視かつオープンな状況で使用するために，電

子マネーやコンテンツの正真性の証明が必要にな

ってくる．インターネットのような匿名的でオープンな

                                                       
6 その存在や内容に嘘偽りや不正がないこと． 
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状況での取引というのは，売り手と買い手の双方にと

って少なからず不安を与える．これは暗号技術の技

術的な信頼性のみで解決する問題ではない．認証

局7という存在の信頼性を確立させることが必要にな

ってくる．認証局はその性質上どこからも中立的かつ

公正であり，統一された安全性の基準をもって正真

性を保証しなくてはならない．そして，取引先の正真

性を認証局に保証してもらうだけでは不十分で，認

証局そのものの信頼性を確立することも必要だと考

える． 

4．3  ネットワーク型電子マネーと IC 型電子マネー

の複合 

ネットワーク上のみならずどこでも使用可能という，

使用できる環境の限定さを無くしてこそ，現金に近い

流通形態といえるだろう．そこで，ＩＣカード型電子マ

ネーと一体化して，リアルな店舗8ではＩＣカードを使

用し，インターネット上などのヴァーチャルな店舗9で

使用するときはＩＣカードから電子マネーを専用ソフト

にチャージする形にすれば理想的だと考えられる．

このネットワーク型とＩＣカード型の複合という形は実

はEdyなどで既に実際に使用されている．しかしEdy

の場合はＢｔｏＣ10に限定したクローズドループ型であ

り，ネットワーク型もそのサービスの延長の形に近い．

ＢｔｏＢ11やＣｔｏＣ12に使用でき，現金のように幅広い流

通形態をとれてこそ，先に述べた理想の複合型電子

マネーと言えるだろう． 

５ ネットワーク型から見出せる可能性 

これまで述べてきたように，ネットワーク型電子マ

ネーは，トラブル時の責任の行方を明確にする事，

ソフトとハードの両方からによるセキュリティの確立と，

認証局のような公正な第三者から安全を保証された

環境の構築によって，その実用化が進むと考えられ

る．そして IC カード型との複合は，さらなる成功の鍵

となるに違いない．これから先インターネットなどの

通信ネットワークはさらに拡大し，それに伴いネットワ

ーク上での取引やオンラインショップの数も増えてい

                                                       
7 個人や企業の申請に対して電子的な証明書を発行し，そ
の資格や身分，組織を保証する機関． 
8 物理的に存在している現実の商店． 
9 オンラインショップのようなインターネット上の仮想
商店． 
10 企業（B）と顧客（C）との取引． 
11 企業同士での取引． 
12 消費者間での取引 

くだろう．そして今や情報化と並び国際化の時代でも

ある．国境を越えて世界中の様々なショッピングが自

宅のパソコンで可能な今，その決済をよりスムーズに

するものこそがネットワーク型電子マネーであろう．

ネットワーク型と IC カード型を組み合わせ，国内に

おいて最も利便性の高い通貨というのみでなく，世

界共通で使用できる通貨として実現できれば，これ

こそ真の情報化，国際化社会と呼ぶに値するに違い

ない． 
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